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Ⅰ　事案の概要
裁判所が認定した事実によれば，大略以下のような経緯が認められる。
被告人は，独自の思想を信奉するＡや，Ａを主宰者とする甲団体の思
想・活動に興味を抱き，自己の開設するホームページのコンテンツとして
「甲観察会」を立ち上げ，甲に関係する記事を掲載していた。
その後，被告人はＡの長男Ｂ，同じく娘婿Ｃを代表取締役とする乙社
が展開する飲食店事業のフランチャイズ加盟店の店長であった者とメール
の送受信を繰り返した。そこから，乙社が展開するフランチャイズチェー
ン・システムを信用し，加盟店開業のため多額の投資をしたにもかかわら
ず，財産を失った人がいる，という問題意識を持ち，あわせて一般人が甲
団体やその関係企業に知らず知らずのうちに関わってしまうことの危険性
を感じ，甲団体に対する批判を本格化させた。
これと前後して，甲団体の関係者と思しき複数の人物から，甲団体やＡ
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に対する誹謗中傷をやめるよう警告するメールを受信した。また，被告人
の開設するホームページの掲示板には，甲団体の関係者と思しき人物から
の書き込みが複数回なされ，被告人もこれらに対抗した（ただし，この点
については判決理由中において「甲団体関係者と思しき人物から脅迫と評
価され得るインターネット上の掲示板への書き込みなどをされたことは確
かに認められるものの，その人物らは特定されておらず，誰がどのような
経緯，思惑でそのような行為に及んだかは見当がつかない状況にある」と
判断されている）。
そして被告人は，2002年10月 8 日ころから同年11月12日ころまでの間，
自己のホームページ内において，そのトップページにて「インチキFC乙
粉砕！」「貴方が『乙』で食事をすると，飲食代の 4～ 5 ％がカルト集団
の収入になります」などと記載した文章を，また同ページの，乙社の会社
説明会広告を利用したページ下段に「おいおい，まともな企業のふりして
んじゃねぇよ。この手の就職情報誌には，給料のサバ読みはよくあること
ですが，ここまで実態とかけ離れているのも珍しい。教祖が宗教法人のブ
ローカーをやっていた右翼系カルト『甲』が母体だということも，FC店
を開くときに，自宅を無理やり担保に入れられるなんてことも，……この
広告には全く書かれず，『店が持てる，店長になれる』と調子のいいこと
ばかり」と記載した文章などをそれぞれ掲載しつづけた（「本件表現行為」）。
この本件表現行為が，乙社がカルト集団である旨の，または，虚偽の広
告をしているがごとき内容を記載した文章を掲載し不特定多数の者に閲覧
させることによって，公然と事実を摘示して，乙社の名誉を毀損したとし
て，被告人は起訴された。
Ⅱ　判旨
裁判所は大略次のような判断を示し，被告人を無罪とした。
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⑴　本件表現行為は，不特定多数人が容易に閲読しうるインターネット上
でなされたものであるから，公然性ある表現行為であり，また，本件表
現行為は具体的な事実を摘示して乙社の名誉を毀損したものと認められ
る。
⑵　弁護人は本件表現行為には刑法230条の2第1項が適用されるべきであ
るという。この点につき，本件表現行為において摘示された事実が「公
共の利害に関する事実」であること，本件表現行為が「公益を図る目
的」でなされたものといえること，が認められる。しかし，摘示事実の
真実性については，「乙が甲と実在的一体性を有すると認められないこ
とはもちろん，加盟店から乙への資金の流れにも，乙から甲への資金の
流れにも取り立てて問題視すべき点はなく，乙が甲といわばフロント企
業のような緊密な関係にあると認めることはできない」から，本件表現
行為において摘示した事実の重要部分が真実であるとの証明があったと
はいえない。
⑶　「犯罪の成立を妨げるその他の理由」として，弁護人は本件表現行為
が公共の利害に関する事実につき公益目的のもと，相当な資料，根拠に
基づいて行われたものであって誤信に相当性があることから，被告人は
無罪である旨，さらに「本件表現が社会的意義を有し，脅迫を受けつつ
行われた対抗言論であること」などからすると，「本件表現行為はそも
そも可罰的違法性を欠如している」と主張する。
　この点，昭和44年のいわゆる「夕刊和歌山時事」事件最高裁判決1）
（以下，本稿では「昭和44年最判」と略記する）にて，摘示事実が公共
利害に関する事実にかかるものであり，かつ公益を図る目的でなされた
ときには，摘示事実が真実との証明がなくても，「行為者がその事実を
真実であると誤信し，その誤信したことについて確実な資料，根拠に照
1）　最大判昭和44年 6 月25日刑集23巻 7 号975頁。
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らし相当な理由があるときは，犯罪の故意がなく，名誉毀損の罪は成立
しない」とされている。しかし，本件においては，被告人が「本件表現
行為において摘示した事実が真実であると信じたことについて，確実な
資料，根拠に照らし相当な理由があったと認めることはできない」。
⑷　「しかしながら，翻って考えてみると，本件のようなインターネット
上の表現行為について従来の基準をそのまま適用すべきかどうかについ
ては，改めて検討を要する」。すなわち，「インターネットの利用者は相
互に情報の発受信に関して対等の地位に立ち言論を応酬し合える点にお
いて，これまでの情報媒体とは著しく異なった特徴をもっている」。し
たがって，「インターネット上での表現行為の被害者は，名誉毀損的表
現行為を知りうる状況にあれば，インターネットを利用できる環境と
能力がある限り，容易に加害者に対して反論することができる」。そう
であるとすれば，常に反論を期待することはもちろん相当ではないが，
「被害者が，自ら進んで加害者からの名誉毀損的表現を誘発する情報を
インターネット上で先に発信したとか，加害者の名誉毀損的表現行為が
なされた前後の経緯に照らして，加害者の当該表現に対する被害者によ
る情報発信を期待してもおかしくないとかいうような特段の事情がある
ときには，被害者による反論を要求しても不当とはいえない」し，また，
「このような特段の事情が認められるときには，被害者が実際に反論し
たかどうかは問わずに，そのような反論の可能性があることをもって加
害者の名誉毀損罪の成立を妨げる前提状況とすることが許される」。
⑸　さらに，インターネットの個人利用者に対しては「これまでのマスコ
ミなどに対するような高い取材能力や綿密な情報収集，分析活動が期待
できないことは，インターネットの利用者一般が知悉して」おり，ゆえ
に，インターネットの「個人利用者がインターネット上で発信した情報
の信頼性は一般的に低いものと受けとめられているものと思われる」。
⑹　上述のようなインターネットの特性，さらにはインターネット上の情
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報の信頼性についての一般的な受け取られ方に鑑みれば，公共利害に関
する事実につき公益目的でインターネットを使って名誉毀損的表現に及
んだ場合には，昭和44年最判に示された基準によらず，「加害者が，摘
示した事実が真実でないことを知りながら発信したか，あるいは，イン
ターネットの個人利用者に対して要求される水準を満たす調査を行わず，
真実かどうか確かめないで発信した」といえるときに，はじめて名誉毀
損罪に問うべきである。事実の真実性，あるいは真実性についての誤信
の相当性の立証が困難であることからすれば，上述のように解すること
で，「インターネットを使った個人利用者による真実の表現行為がいわ
ゆる自己検閲により委縮するという事態が生ぜず，ひいては憲法21条に
よって要請される情報や思想の自由な流通が確保される」。
Ⅲ　分析と検討
1 　はじめに
本判決2）は，刑法上の名誉毀損罪の成否につき，問題の表現行為が刑
法230条の 2第 1項が要求する「摘示事実の真実性の証明」があったとは
いえず，また，昭和44年最判が示す免責枠組にいう，摘示事実の真実性を
誤信したことにつき「確実な資料，根拠に照らし相当な理由があるとき」
に当たるとはいえないとした。その一方で，問題の事実摘示行為が「主と
して公益を図る目的のもと，『公共の利害に関する事実』について」イン
2）　本判決の評釈類として，園田寿・法学セミナー648号（2008年）38頁，同・ジュリ
スト1376号（平成20年度重要判例解説，2009年）188頁参照。また，本判決に論及す
る文献として，永井善之「インターネットと名誉・わいせつ犯罪」刑事法ジャーナ
ル15号（2009年）10頁が，本件被告人側弁護人による，本判決ならびに後述する控
訴審判決についてのコメントとして，紀藤正樹「ネット書き込みで名誉棄損は成立
するのか」法学セミナー655号（2009年） 6頁がある。
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ターネット上にて行われた場合において，①インターネット上において加
害者の表現行為に対する被害者による反論を要求しても不当とはいえない
「特段の事情」が認められる場合には，その反論可能性を「名誉毀損罪の
成立を妨げる前提状況」と認めることができるとし，②あわせてインター
ネット上で個人利用者が発信する情報の信頼性が一般的に低いと受け止め
られていることを指摘した上で，③以上に照らすと，「加害者が，摘示し
た事実が真実でないことを知りながら発信したか，あるいは，インター
ネットの個人利用者に対して要求される水準を満たす調査を行わず真実か
どうか確かめないで発信したといえるときにはじめて同罪に問擬」できる
との基準を提示した。
本判決は，インターネット上の個人利用者による名誉毀損的表現につい
て，昭和44年最判が示した基準（「相当性理論」と称されることがある）
とは異なる基準を提示したものであり，かつ，インターネット上の言論を
巡る名誉毀損罪の成否が争われたケースとしては，初めての無罪判決であ
るといわれ3），マス・メディアなどから注目を集めた事案である4）。本件
は，検察側から控訴がなされ，東京高等裁判所において一転して有罪判決
が下されるに到り5），その後上告されているとのことである6）。
本来は，本判決とその控訴審判決との対比を行いながら考察を進めるべ
きであると考えられるが，高裁判決が未公表であること，また，上述した
ように本判決が従来の免責枠組とは異なり，インターネットというメディ
アにおける個人の表現活動の特性に着目した新たな枠組を提示した点に鑑
3）　判例時報2009号（2008年）151頁の本判決解説を参照。
4）　たとえば，2008年 3 月 1 日付の，朝日新聞朝刊38頁，日本経済新聞朝刊38頁，毎
日新聞朝刊31頁，読売新聞朝刊38頁を参照。
5）　東京高判平成21年 1 月30日判例集未登載。なお，この控訴審判決における判断の
概要については，紀藤・前掲注⑵ 6頁を参照。
6）　紀藤・前掲注⑵ 7頁を参照。
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み，本稿では本判決のみを独立に分析・検討する。
以下本稿では，はじめに刑法上の名誉毀損罪とその免責法理について概
観したあと（ 2），本判決の検討を行う（ 3， 4）。なお，後述のように刑
法上の名誉毀損罪の免責枠組を巡っては，特にいわゆる「真実性の誤信」
の場合における処理のあり方に関連して，刑法学説の厳しい対立が見られ
る。ただ，本稿では，憲法21条の表現の自由保障の問題として名誉毀損罪
を取り扱うという見地から，本判決の考察を行う。
2 　刑法上の名誉毀損罪と免責法理
公然と事実を摘示し，人の名誉を毀損する行為は，不法行為として法的
責任を追及されうる（民法710条，709条）とともに，刑法上も可罰的なも
のとされる（刑法230条）。すなわち，人の社会的評価を低下させるような
事実（真実であるか否かを問わない）を，不特定又は多数人が知りうる状
況において摘示する行為を，処罰対象とする。
刑法上の名誉毀損罪の保護法益は，人の名誉（外部的名誉，すなわち人
の社会的評価7））である。人の名誉は人格権の一環をなすものと考えられ
ており，時代が下るにつれて憲法上も保護されるべきものと解されるよう
になっている。しかしその一方で，人の名誉を毀損する行為は表現活動で
あり，憲法21条の「表現の自由」の一環として保護を受けうるものでもあ
7）　学説上は，「名誉」概念を①内部的名誉（他者や自己の評価を超える真実の名誉），
②外部的名誉（その人に対する社会的な評価），③名誉感情（その人の主観的な自己
評価），に三分して検討する。樋口陽一ほか『注解法律学全集 1憲法Ⅰ』（青林書院，
1994年）278頁〔佐藤幸治執筆〕を参照。名誉毀損罪と侮辱罪（刑法231条）の保護
法益を巡っては，⑴名誉毀損罪も侮辱罪もともに外部的名誉であり事実摘示の有無
で異なると解する見解と，⑵名誉毀損罪は外部的名誉を，侮辱罪は名誉感情を保護
法益とすると解する見解とが存在する。大審院判例は侮辱罪の保護法益も外部的名
誉であると解しており（大判大正15年 7 月 5 日刑集 5巻303頁），学説上も多数説で
あるとされる。
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る。名誉毀損的表現が憲法21条の「表現の自由」の保護を受けうるか否か
という点について，比較的初期の判例においては，名誉毀損的表現は「言
論の自由の乱用であつて，憲法の保障する言論の自由の範囲内に属するも
のと認めることができない」8）との理解が示されることもあった。しかし，
仮に人の社会的評価を低下させたとしても，広く社会全体の利益に資する
ために言明を公にしなければならないこともあるはずである。そしてこの
両者の矛盾対立を調整する仕組みとして，日本国憲法制定と前後して刑法
230条の2が制定されたと考えられている9）。
刑法230条の 2第 1項は，「公共の利害に関する場合の特例」として，刑
法230条に該当したとしても，①摘示された事実が「公共の利害に関する
事実に係」るものであり，かつ②摘示行為の目的が「専ら公益を図る目的
にあったと認め」られる場合には，③摘示事実の真否を判断し，真実であ
るとの証明がなされたときには「これを罰しない」と規定している（なお，
同条2項では公訴提起前の人の犯罪行為に関する事実につき上記①の要件
を満たすとみなす旨，また 3項では公務員もしくは公選公務員の候補者に
関する事実については，上記①②の要件を満たしたものとして，③のみを
要求する旨，それぞれ規定されている）。
刑法230条の 2については，その法的性質を巡り，とりわけ「真実性の
誤信」，すなわち行為者が摘示事実を真実であると考えて事実摘示を行っ
たところ，裁判において真実であることの証明に失敗した場合，どのよう
に取り扱うかという問題との関係で，見解の対立10）が見られる。この点
8）　最一小判昭和33年 4 月10日刑集12巻 5 号830頁。
9）なお，刑法の体系書等では，刑法230条の 2の立法趣旨を本稿本文のように説明す
ることが一般的である。しかし，同条の立法趣旨が「名誉保護と表現の自由保障の
調和」にあるという理解に対しては，疑問が呈されていることに注意しなければな
らない。たとえば，奥平康弘『憲法裁判の可能性』（岩波書店，1995年）167～168頁
を参照。
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について比較的初期の最高裁の判例は，摘示事実の真実性を証明できな
かった被告人の免責の可否が問題になった事案11）に関して，「被告人につ
いてはその陳述する事実につき真実であることの証明がなされなかつたも
のというべく，被告人は本件につき刑責を免れることができない」とした。
すなわち，このころの最高裁は，刑法230条の 2をいわゆる処罰阻却事由
と捉えていたと解されている12）。この理解に立てば，処罰阻却事由の誤信
は犯罪の成否に影響を及ぼさないと解されることから，「摘示事実が真実
であると考えて事実摘示を行ったところ，裁判において真実であることの
証明に失敗した」場合には処罰阻却事由について錯誤をしていたにすぎず，
したがって免責は認められないとの帰結は，当然と考えられる。
しかし最高裁はその後，昭和44年のいわゆる「夕刊和歌山時事事件」判
決において，刑法230条の 2についての従来の理解を改めた。すなわち昭
和44年最判は，刑法230条の 2の規定が，「人格権としての個人の名誉の保
護と，憲法21条による正当な言論の保障との調和を図ったものというべき
であ」ることを確認した上で，「これら両者の調和と均衡を考慮するならば，
たとい刑法230条ノ 2第 1項にいう事実が真実であることの証明がない場
合でも，行為者がその事実を真実であると誤信し，その誤信したことにつ
いて，確実な資料，根拠に照らし相当な理由があるときは，犯罪の故意が
なく，名誉毀損の罪は成立しないものと解するのが相当である」とした。
つまり，上述した刑法230条の 2について，①②③の要件のうち，③の要
件を充足しなかったとしても，④行為者が摘示事実を真実と誤信し，その
誤信について「確実な資料，根拠に照らし相当な理由がある」場合には「犯
10）　既述のように本稿は，刑法学説の対立についてはこれ以上立ち入った検討を行わ
ない。刑法学説上の対立については，大塚仁ほか編『大コンメンタール刑法（12）』
（青林書院，第 2版，2003年）40～42頁〔中森喜彦執筆〕を参照。
11）　最一小判昭和34年 5 月 7 日刑集13巻 5 号641頁。
12）　『最高裁判所判例解説刑事編昭和34年度』166頁〔竜岡資久執筆〕を参照。
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罪の故意がな」いとされ，名誉毀損罪は不成立とされた13）のである14）。
不法行為としての名誉毀損について最高裁が採用する免責枠組とは異な
り昭和44年最判は，「確実な資料，根拠に照らし」て相当な理由がある場
合に免責を認める趣旨の判示となっている。しかしこれについては，特に
不法行為としての名誉毀損に比して名誉毀損罪の免責の幅を狭める趣旨で
あるとは考えられていないようである15）。なおこの点に関しては，本判決
でも問題となっていると考えられるので，後にあらためて言及する。
上述した刑法230条の 2の規定及びこれについて昭和44年最判で示され
た理解に関して，憲法学説においては，批判的あるいは懐疑的な見解が
少なくない。特に，「夕刊和歌山時事事件」判決に批判的な見解の多くは，
アメリカ合衆国最高裁判所が1964年に下したサリヴァン事件判決16）にお
いて示された，いわゆる「現実の悪意」の法理を参照しつつ，少なくと
も公務員・公職者（やその候補者）については，より緩やかに免責を認め
るべきであると主張17）する18）。また，「現実の悪意」の法理を導入するこ
とに慎重な態度を示しつつも，「夕刊和歌山時事事件」判決の免責枠組が，
13）　もっとも，かかる昭和44年最判の理論構成がいかなるものであるのかについては，
必ずしも明らかではないといわれる。園田・前掲注⑵39頁を参照。
14）　なお，民法上の不法行為としての名誉毀損については，比較的早期から裁判例に
おいて，刑法230条の 2の規定「に則つて」，あるいは同条の「趣旨を類推し」て，
真実性の証明がない場合でも，事実を真実であると信ずるにつき相当の理由があっ
た場合には損害賠償責任を免れるとする判断（いわゆる「相当性理論」によるもの）
が，下級審裁判例で蓄積されていた。そして最高裁は，上述の昭和44年最判に先
立って，不法行為としての名誉毀損について「相当性理論」を採用する旨の判断を
示していた（最一小判昭和41年 6 月23日民集20巻 6 号1118頁）。なお，不法行為とし
ての名誉毀損についての，以上に示した判例の展開については，前田聡「名誉毀損
における『相当性理論』の憲法的考察⑴」筑波法政38号（2005年）343～347頁を参照。
15）　芦部信喜『憲法学Ⅲ人権各論⑴』（有斐閣，増補版，2000年）352～353頁，松井茂
記『マス・メディア法入門』（日本評論社，第 4版，2008年）119頁を参照。
16）　NewYorkTimesCo.v.Sullivan,376U.S.254（1964）．
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「現実の悪意」の法理と比べたとき，「なお表現の自由の自己統治の価値を
十分に生かしていないのではないか，という疑問」を呈する見解19）も見
られる。
3 　本判決の検討
既述のように本判決は，昭和44年最判が示した免責法理によっては「故
意がないとして無罪となることもない」とされる本事案において，「加害
者が，摘示した事実が真実でないことを知りながら発信したか，あるいは，
インターネットの個人利用者に対して要求される水準を満たす調査を行わ
ず真実かどうか確かめないで発信したといえるとき」にはじめて名誉毀損
17）　樋口陽一ほか『注解法律学全集 2憲法Ⅱ』（青林書院，1997年）46～48頁〔浦部法
穂執筆〕，松井茂記『日本国憲法』（有斐閣，第 3版，2007年）460～462頁，山田隆
司『公人とマス・メディア』（信山社，2008年）105頁を参照。また，佐藤幸治『憲
法』（青林書院，第 3版，1995年）526頁は，「現実の悪意」の法理の「基本的発想は
日本国憲法上も妥当なものと解され」るとして，「少なくとも表現の事前差止にかか
わる場合には該法理が妥当すべき」であるとする。
18）　こうした「現実の悪意」の法理を導入すべきとの見解に対し，アメリカにおける
名誉毀損への法的制裁の重さとそれによる「畏縮効果」（委縮効果）の大きさを指摘
した上で，「相当の理由」の証明責任（挙証責任）の転換を「当面の課題とすべき」
とする見解として，高橋和之『立憲主義と日本国憲法』（有斐閣，2005年）185頁。
　　 なお，山田・前掲注⒄98頁注は，「現実的悪意の法理導入を主張する」文献の一
つとして，前田聡「名誉毀損における『相当性理論』の憲法的考察（ 2・完）」筑波
法政39号（2005年）239頁を挙げる。しかし同論文は，議論の対象を不法行為として
の名誉毀損の免責法理に限定した上で（前田・前掲注⒁「⑴」342頁），「現実の悪
意」の法理の直接的な導入については慎重な態度を示し（237～238頁），免責法理と
して判例上確立している「相当性理論」の枠組を前提として，その「証明責任の所
在を変えるアプローチ，とりわけ公務員・公職者と一般私人として取扱いを分ける
という考え方が，方向性として望ましい」と論じたものであって（239頁），「現実の
悪意」の法理そのものを導入すべきと主張するものではない。
19）　芦部・前掲注⒂353～355頁。
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罪が成立するとの基準を提示した。
本判決において提示された基準そのものは，上述したアメリカの名誉毀
損についての判例法理たる「現実の悪意」の法理，すなわち虚偽であると
知った上であえて事実を摘示したか，あるいは虚偽か否かを顧慮せずに事
実を摘示したことを，被害者の側が立証すべしとする考え方を想起させる
ものといえよう。本判決によれば，昭和44年最判に見られる「相当性理
論」ではなく，こうした基準を採用することによって，「インターネット
を使った個人利用者による真実の表現行為がいわゆる自己検閲により委縮
するという事態が生ぜず，ひいては憲法21条によって要請される情報や思
想の自由な流通が確保される」という。
従来の免責法理，つまり刑法230条の 2の定める真実性の証明や，昭和
44年最判の採る相当性理論は，そもそも表現行為を行う主体や，名誉を毀
損された人物の属性，さらに主題とされた内容などに関わらず，一律に適
用される基準であり，その意味で包括的な判断枠組であるといえる。そし
て，これに対しては従来から，真実性の証明や「相当の理由」の存在の証
明が難しく，その結果免責を得られる余地が少ないとの批判が加えられて
きた20）。本判決は，インターネット上の個人の言論について，以上のよう
な批判を加えられることのあった従来の免責法理の要件を緩和する新基準
を提示したことになる。もっとも，「インターネットの個人利用者に対し
て要求される水準を満たす調査」とは具体的にはどの程度を指すのか，明
確とは言い難い21）。したがって，上述したような，真実性や「相当の理
由」の証明と同種の問題が生ずる可能性もある。
さて，本判決はかかる基準を採用する論拠として，被害者であっても反
20）　なお，以上の点について，不法行為としての名誉毀損に即してであるが，前田・
前掲注⒅「（ 2・完）」232～233頁を参照。
21）　永井・前掲注⑵13頁を参照。
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論が可能であるという「インターネットの特性」と，インターネット上で
個人利用者によって「発信される情報の信頼性についての受け取られ方」
の 2つを挙げている。
そこで，本判決が採用する上述の基準が，果たしてこれら 2つの論拠か
ら導出されるのか否かについて検討したい。
ｉ．「名誉毀損罪の成立を妨げる前提状況」について
本判決は，インターネット上の名誉毀損的表現の被害者であっても，同
様にインターネット上において反論が可能であることを指摘した上で，
「被害者が，自ら進んで加害者からの名誉毀損的表現を誘発する情報をイ
ンターネット上で先に発信したとか，加害者の名誉毀損的表現行為がなさ
れた前後の経緯に照らして，加害者の当該表現に対する被害者による情報
発信を期待してもおかしくないとかいうような特段の事情」がある場合に
は，反論を期待しても不当といえず，かつそのような特段の事情の存在は
「名誉毀損罪の成立を妨げる前提状況」であるとしている。
こうした考え方は，近時いわゆる「対抗言論の理論」として論じられて
きており22），やはりインターネット上の名誉毀損的表現が問題となった民
事訴訟においても「対抗言論」であることが名誉毀損の成否に影響を及ぼ
すか否かが，しばしば問題23）となっている24）。もっとも，本判決ではこう
した「対抗言論の理論」を単独で免責事由とするのではなく，免責の「前
22）　高橋和之「インターネット上の名誉毀損と表現の自由」高橋和之＝松井茂記編
『インターネットと法』（有斐閣，第 3版，2004年）59～65頁を参照。
23）　たとえば，東京地判平成13年 8 月27日判時1778号90頁（いわゆる「ニフティサー
ブ（本と雑誌フォーラム）」事件）。
24）　なお，不法行為としての名誉毀損については，「言論の応酬」の問題として論じら
れている場面と重なるところがあろう。「言論の応酬」の場面における名誉毀損の成
否の問題については，佃克彦『名誉毀損の法律実務』（弘文堂，第 2版，2008年）
354～358頁を参照。
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提状況」として位置付けている点で，特徴的であるといえる。
この「対抗言論の理論」とは，言論に対しては言論によって対抗すべ
しとする考え方である25）。インターネット上の名誉毀損的表現の法的責
任について「対抗言論の理論」の重要性を説く論者によれば，「対抗言論
（morespeech）」を要求できる事情として，①当事者双方が対等な言論手
段を有していること，②反論を行うことを要求しても不公平とはいえない
何らかの事情が存在していること，の 2点が挙げられる26）。そして，こう
した事情を踏まえた上で正当化される「対抗言論の理論」は，「被害者に
公益の観点から特別の犠牲を要求している」のではなく，「その場に平等
な立場で参入した以上，言論に対しては言論で対抗するのを原則にしよ
う」という「『場』（フォーラム）の論理」であるとされる。これをイン
ターネット上の名誉毀損に適用すると，「オンラインの場合には，被害者
がそこへのアクセスをもつ限り，加害者と被害者はメディアに関しては全
く平等な立場に立つ」ことから，「オンラインでの名誉毀損には，対抗言
論（morespeech）の考え方がより典型的に妥当しうる」27）という。
本判決は，以上のような「対抗言論」の考え方を採りいれたものと評し
うるが，しかし，なお検討すべき点があるように思われる。
まず，本判決は特段の事情がある場合には，「反論の可能性」があるこ
とでもって「名誉毀損罪の成立を妨げる前提状況」があるとし，後述す
る「情報の信頼性についての受け止められ方」とあわせ考慮した上で，既
述の免責の基準を提示している。だが，こうした反論の可能性のあること
25）　この点につき，園田・前掲注⑵法学セミナー41頁は，当事者間が対等に議論でき
るような状況下にある場合には，法的制裁によるよりも前に「『対抗言論』での名誉
回復をまずは図るべき」と述べた上で，このことを「刑法の補充性」と結び付ける。
26）　高橋・前掲注60頁を参照。
27）　高橋・前掲注63頁。
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が，なぜ，加害者側の調査水準を緩和する基準を導出する根拠となるのか
が，判然としない。
この点に関連し，後述する「情報の信頼性」という点とも関わるが，「相
互に意見の応酬がなされているような状況下で個人がすばやく反論するた
めには，ネット利用者として個人に求められる平均的なスキルを駆使して，
摘示事実の真実性を裏付ければ足りる」28）との指摘がある。確かに，現に
0 0
反論を受け
0 0 0 0 0
，言論の応酬が行われている状況下
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
においては，反論を効果的
ならしめるために迅速に反論を行うことが求められるし，その限度で行い
うる調査を果たせば足りる，とも考えられるであろう。しかし，本判決に
よれば「被害者が実際に反論したかどうかは問わずに，そのような反論の
可能性があることをもって」前提状況ありと認められるという。すなわち，
言論の応酬状態が実際に生じなかったとしても，反論の可能性の存在を
もって，加害者側の果たすべき調査の水準が緩和されることになろう。現
に論争状態にあるのならともかく，単に相手方からの反論が期待できる状
況において，なぜ情報発信者側の調査の水準を緩和することができるのか
につき，十分に説明が与えられているとは言い難い。
次に，本判決は，「被害者が，自ら進んで加害者からの名誉毀損的表現を
誘発する情報をインターネット上で先に発信したとか，加害者の名誉毀損
的表現行為がなされた前後の経緯に照らして，加害者の当該表現に対する
被害者による情報発信を期待してもおかしくない」ような「特段の事情」
があれば，被害者に対して反論を要求しても不当とはいえないとする29）。確
かに，「掲示板やホームページで，論争点に関する自己の見解を発信した
ような場合」30）ならば，本判決にいう「特段の事情」に当たりうるだろう。
28）　園田・前掲注⑵法学セミナー41頁。
29）　なお，高橋・前掲注63頁も参照。
30）　同前。
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しかし，反論を行うことが必ずしも被害者にとって容易もしくは適切では
ない場合もありうるのではないか31）。無論本判決も述べるように，「加害
者からの一方的な名誉毀損的表現に対して被害者に常に反論を期待するこ
とはもちろん相当とはいえない」し，その意味で，被害者が反論を要求さ
れる場面は限定されるであろうし，また，されるべきであろう。しかし，
反論をすることでかえって名誉毀損的表現をはじめとする批判的言辞の対
象となるといったことが想定される。かかる負担を課してもよい局面を具
体的に検討する必要があると思われる。
この点との関係で本判決の場合留意すべきは，加害者と言論のやり取り
を行ったのが，被害者たる乙社そのものではなく，「甲団体の関係者と思
しき複数の人物」であった点である。確かに本判決の場合，甲団体の主宰
者Ａと乙社の代表取締役Ｂ，Ｃとは親族関係にあること，またAが日頃か
ら乙社の会長を自認するのみならず，週刊誌やインターネットなどでたび
たびそのことが指摘されてきたこと，さらにＢ，Ｃらが，「Ａが乙社の事
業活動に関して対外的折衝等に当たることが度々あって，少なくともその
ことを黙認し続けてきたことなどの事実が推認できる」とされていること
もあり，被害者とされる乙社に反論を期待することは不当とはいえなかっ
たかもしれない。しかし，特に多数の参加者が予期されるインターネット
上の論争においては，論争に直接参加しないものの論争の話題に挙げられ
る者も登場してくるであろう。こうした者たちは，一体，論争の参加者と
いかなる関係にある場合に，直接反論を行うことを期待される「特段の事
情」があるものと認められるのかについても，検討する必要がある。
ⅱ．「インターネット上で発信される情報の信頼性についての受け取ら
れ方」について
次いで本判決は，昭和44年最判の免責法理とは異なる枠組による免責の
31）　永井・前掲注⑵12頁を参照。
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可能性を認める根拠として，「インターネット上で発信される情報の信頼
性についての受け取られ方」を挙げる。すなわち，「これまでのマスコミ
などに対するような高い取材能力や綿密な情報収集，分析活動が期待でき
ないことは，インターネットの利用者一般が知悉して」おり，ゆえにイン
ターネットの「個人利用者がインターネット上で発信した情報の信頼性は
一般的に低いものと受けとめられている」と指摘する。本判決がいう「企
業や団体等の活動実態や他の企業，団体等との関係性，資金の流れなどが
複雑で容易に把握できない現代社会」では，大規模かつ組織的に情報の収
集やその分析を行いうるマス・メディアと異なり，個人になしうる事柄に
は事実上相当な制限がある。にもかかわらず，そうしたマス・メディアと
同様の調査義務を果たさなければ発言することが許されないとするのであ
れば，個人には事実上発言が難しくなるほどの大きな負担を課すこととな
る可能性も否定しえないであろう。とりわけ，既述のようにマス・メディ
アであっても真実性や「相当の理由」の証明が必ずしも容易とは言い難い
との指摘がなされる現状においては，なおのこと，この可能性は排除でき
ないともいえる。したがって，取材能力等に応じて果たされるべき調査の
水準を異ならせること自体は，必ずしも不当ではないと思われる。もっと
も，本判決も認めるように「インターネット上の名誉毀損的表現は，これ
までの情報媒体による場合に比べ，その影響力が大きくなりがちである」。
とするならば，そうした大きな影響力を持ちうる言論については，なお慎
重な裏付け調査を経た上で発言すべきとの考え方を採ることも可能ではあ
ろう。
しかしながら本判決にあっては，インターネット上の個人利用者の取材
能力の限界そのものではなく，個人利用者が発信する「情報の信頼性につ
いての受け取り方」，具体的には「情報の信頼性」は低いとする受け取り
方というものに着目して，従来の免責法理の緩和を図っていると評しうる。
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この点には，少なくとも次のような疑問を呈しうる。そもそもインター
ネット上の個人利用者の発信する情報の信頼性が低いことは，情報の「真
否を慎重に弁えるべきことをその利用者一般に警鐘する理由」32）とはなっ
ても，そのことから加害者側が表現活動を行うに際して要求されるべき調
査の水準などを緩和することを認めることにはつながらないのではないだ
ろうか33）。この論理では，むしろ「信頼性が低いと受け止められている言
論は，格別の裏付けを要しない」との帰結を導き出しかねない。この点に
関連して，発信された情報の信頼性という点では，いわゆる夕刊紙による
不法行為としての名誉毀損の成否が問題となった事案についてではある
が，最高裁が「当該新聞の編集方針，その主な読者の構成及びこれらに基
づく当該新聞の性質についての社会の一般的な評価は，右不法行為責任の
成否を左右するものではない」旨の判断を示している34）。情報の信頼性が
低いと評価されているのならば，かえって免責の余地が拡大するというの
は，軽率な名誉毀損的表現を誘発しかねず，是認しがたい論理であると思
われる35）。
４　おわりに
最後に，本判決の意義と問題点をまとめて本稿の考察を終える。
既述のように，本判決は，インターネット上の個人利用者による表現行
為が刑法上の名誉毀損罪を構成するか否かにつき，従来の免責法理とは異
なる免責の基準を打ち出した。個人利用者の取材能力等の限界に留意して，
従来の基準とは異なる基準を設けることそれ自体は，直ちには不当とはい
32）　永井・前掲注⑵13頁。
33）　同前を参照。
34）　最三小判平成 9年 5月27日民集51巻 5 号2009頁。
35）　なお，この点につき，佃・前掲注84～85頁を参照。
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えないものの，本判決がその論拠とする，被害者であっても反論が可能で
あるという「インターネットの特性」と，インターネット上で個人利用者
によって「発信される情報の信頼性についての受け取られ方」の 2点につ
いては，果たして適切な論拠となりえているのかにつき，疑問を呈しうる。
なお，本件は，冒頭にも述べたように控訴審判決において一転して有罪
判決が下され，現在上告中であるという。新聞報道や弁護人の論稿による
紹介によれば，控訴審判決は「『被害者に反論の可能性があることをもっ
て最高裁大法廷判決が判示している基準を緩和しようとするのは，被害者
保護に欠け，相当でないといわざるを得ない』」36）旨を，また情報の信頼
性の受け止められ方という点についても，ネット上の情報を見た人はその
情報にいくぶんかの真実が含まれていると考えるのが通常であり，名誉毀
損の危険性は従来のマス・メディアと変わらない旨37）を，それぞれ指摘
しているという。インターネット上の表現活動の特性をどのように受け止
めるかが，法的責任の成否についての，本判決と控訴審判決の判断とを分
けたとも考えることができようか。
いずれにせよ，インターネット上の表現活動による名誉毀損の法的責任
の成否をめぐっては，検討すべき課題が少なくないと考えられる。
〔追記〕本稿校正時に，「LEX/DBインターネット」にて，本件控訴審判決
である，東京高裁平成21年 1 月30日判決に接した。
36）紀藤・前掲注⑵ 6頁。
37）　日本経済新聞2009年 1 月31日朝刊34頁を参照。
